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＜概要＞ 

2011 年にクライストチャーチで起こった震災後、ニュージーランド政府が中小企業に対

し助成金を出した。助成金により、多くの中小企業が事業を続けることができた。成功のカ

ギとしては、3 つある。1つ目は、政府の素早い対応だ。震災で心理的なショックを受けて

いる事業者には、すぐ使うことができる助成金があることは、安心して事業を続けることに

繋がった。２つ目は、参入障壁が低いことだ。ニュージーランドで起こった過去の災害後の

支援対象者は、物的被害起きたとこのみだった。しかし、今回は震災以前より取引数が減っ

た等で、支援を受けやすくなった。3つ目は、シンプルな申請プロセスだ。 

 

‘＜感想＞ 

 横浜信用金庫が、取引先の中小企業に対して、国や都道府県の補助政策を利用しているか

という調査を行った。結果、調査対象の約 2 割の企業しか利用していないことが分かった。

利用しない理由としては、「適当な制度がない」「関心がない」「手間や費用がかかる」など

が挙がったそうだ。 

 伝統工芸産業向けの助成金や、中小企業・個人事業主等対象の支援策は、普段からもいく

つかある。また、コロナ支援のための策も新しく出た。伝統産業向けの、コロナ以前からあ

る助成金制度は、30代以下、60代以下のように年齢制限が設けられているものもある。伝

統産業従事者が高齢化している現在、そのような制限があると後継者支援や新しい作品・商

品開発のためにお金を回すことができず、衰退を加速してしまう可能性があるのではない

か。現在、どれくらい伝統産業従事者が支援制度を利用しているか把握できていない。この

コロナの状況を乗り切るには、今回の論文のニュージーランド政府のように行政が迅速か

つシンプルな策を提供できるかどうかで決まるのではないか。 
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